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子ども子育て関連３法 
 子ども・子育て支援法 
 認定こども園法の一部改正法 

 子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する
法律 

 

主なポイント 
• 保護者が子育てにについて第一義的責任を有するという基本的認識の下に、幼児期の学校教育・
保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進 

• 認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付「施設型給付」及び小規模保育等への給付（「地
域型保育給付」）の創設 

• 認定こども園制度の改善 

• 地域の実績に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児童クラブな
どの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実 

子ども子育て関連３法の趣旨と 
主なポイント 
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認定方法について 
３歳から５歳で教育を 
受ける児童 

２号認定（保育所） 

 

上記１号・２号・３号については子ども子育て支援法 

第１９条第１項に記載されている号数です。 
 

１号認定（幼稚園） 

３号認定（保育所） 

 

３歳から５歳で保育が 
必要な児童 

 

０歳から２歳で保育が 
必要な児童 
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保育園制度は 
どこがどう変わるの？ 

現在 

保育に欠ける児童が要件それ以外は預からない 

（一時保育は別事業） 
 

 

 新制度 

保育が必要な児童については、認定を行い、認定書
を元に保育施設に対して保護者が直接申し込む 
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保育標準時間（利用） 

    ⇒１週当たり３０時間以上 

保育短時間（利用） 

    ⇒ １週当たり１２時間以上 
 

  保育短時間については、国は、地域ごとの就労の実情が多様であり、そ
れを反映した市町村の運用にも幅があることを踏まえ、１ヶ月４８時間以上
６４時間以下の範囲で、市町村が地域の就労実態等を考慮して定める時
間とすることを基本とするとしています。 

 

保育時間の考え方（長時間・短時間） 
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保育標準時間と短時間の預かり方 
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幼稚園の手続きの流れ（新制度） 

事業者に対して施設型給付
にて運営費を給付 
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保育審議会で審議すること 
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１．国立市の保育料条例について 

現在国立市では、保育園（２号・３号）の 

保育料しか条例で規定されていない。 

 

 

新制度により、施設型給付を受ける幼稚園
（１号）の保育料を制定する必要となった。 
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２．国から示された保育料について 

国の示した保育料は、施設が運営するのに
必要な経費（公定価格）を算出し、そのうち
保護者が負担する保育料の上限を示したも
のである。 

 公定価格 
（施設運営に必要と算出された金額） 

運営費 

（施設型給付または地域型給
付により市から給付される） 

 

保育料 
（保護者が負担する部分） 
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３．保育料を検討するにあたり施設型
給付を受ける幼稚園保育料 

（１号認定） 

 現状 

幼稚園の保育料は各園で決
定しており、統一的な金額は
ない。 

国から就園奨励費と都から
保護者負担軽減補助金が
保護者に対して給付されて
いる。 

 新制度 

施設給付型に入った幼稚園は
市が定めた保育料を徴収する。 

国の示した保育料には就園奨
励費と幼稚園入園料が含まれ
ている。 

都の保護者負担軽減補助金は
継続して保護者に給付される。 
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４．保育料を検討するにあたり 
保育園保育料（２・３号認定） 

現状 
 

国立市では、毎年国から示
された保育料をもとに条例で
制定されている。 

保育料は所得税の額により
決定される。 

応益負担である。 

新制度 
 

保育料は住民税の額により
決定される。 

応益負担である。 

国から示された保育料と比
較して今後の保育料を決定 
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認定の流れについて 
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幼稚園の運営費について 

私学助成（特別補助） 

利用者負担 

私学助成（一般補助） 

就園奨励費 

保護者負担 

①現行の幼稚園 ②施設型給付の幼稚園 
利用者負担+補助制度 

利用者負担 

施設型給付 

保護者負担 

一律価格 

月額保育料＋入園料他 

応能価格（標準） 

月額保育料 

低     所得     高 
低     所得     高 

標準時間 

一時預かり 

標準時間認定 

〈１号〉 

￥ 
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幼稚園と新制度の関係について 
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幼稚園の手続きの流れ（現状） 
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【財政措置についての比較①】 

保育料 財政措置 預かり保育 

①現行 

幼稚園 

設置者が設定・徴収 

保護者が補助金を申請 

私学助成（一般） 

私学助成（特別） 

私学助成（特別） 

②施設型給付 

幼稚園 

応能負担の公定価格 

設置者が徴収 

施設型給付（標準時間） 

私学助成（特別） 

市町村から補助 

③施設型給付 

認定こども園 

応能負担の公定価格 

設置者が徴収 

施設型給付（標準時間・長時間） 

私学助成（特別） 

【考察】 

       
・①の場合、②・③より保護者負担が高くなると考えられる。 

・②の場合、価格による差別化が難しい。 

・②、③の場合、一部上乗せ徴収可。 

・③の場合、長時間で一時預かりを要する保護者の負担が軽減される。 

・各園の選択は他園に影響が及ぶ。 

・公定価格については検討中 
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１, 長時間（月１６０時間以上）利用児定員の設定 

２, ８時間以上の開所 

３, 調理室の整備（外部搬入の場合、簡易な加熱保存設備で可） 

４, 職員配置（長時間利用・・・３歳２０人/１人 ４・５歳３０人/１人  常時２人） 

５, 開所日の増加（春・夏・冬休み等の開所） 

６, 子育て支援事業 
   （在園児以外を対象の子育て相談等、２つ以上を実施） 

 

認定こども園化について（現制度） 

認定こども園（幼稚園・単独型）になるポイント 
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教育・保育施設の種類（新制度） 

 認可保育園（６０人以上） 

 認定こども園 

 幼稚園 

 小規模保育所（２０人以上５９人以下） 

 小規模保育事業（６人以上１９人以下） 

 家庭的保育事業（５人以下） 

 居宅訪問型保育事業 

 事業所内保育事業 

 認証保育園  （東京都事業） 

 

施設型給付 

地域型給付 
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利用者支援事
業 

放課後児童 
クラブ 

一時預かり 
事業 

延長保育事業 

病児保育事業 
多様者主体の
参入促進事業 

実費徴収にか
かる補足給付
を行う事業 

地域子育て支
援拠点事業 

妊婦健康診査 
乳児家庭全戸
訪問事業 

養育支援訪問
事業 

要保護児童等
に対する支援
に資する事業 

子育て短期支
援事業 

ファミリーサポー
ト・センター事

業 

地域子供・子育て支援事業 
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子ども・子育て支援事業計画に 
おける記載事項について 

2014/7/16 



•市内保育園等の配置バランスの
考慮 区域の設定 

•幼稚園および保育園等の需要
に対する供給の確保と実施時期 

各年度における幼児期の学校教育・
保育の量の見込み、実施しようとする
幼児期の学校教育・保育の提供体制
の確保の内容およびその実施時期 

•地域の子育て支援事業の提供
と実施時期 

地域子ども・子育て支援事業の量の
見込み、実施しようとする地域子ども・
子育て支援事業の提供体制の確保

の内容およびその実施時期 

•認定こども園の推進 幼児期の学校教育・保育の一体的提
供及び当該学校教育・保育の推進に

関する体制の確保の内容 

＜必須記載事項＞ 
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•子どもを預けやすい施設
つくりと利用方法の確保 

産後の休業および育児休業
後における特定教育・保育施
設等の円滑な利用の確保 

•保育コンシェルジュの 
創設 

子どもに関する専門的な知識
及び技術を要する支援に関
する都道府県が行う施策との

連携 

•労働者が働きやすい 
社会環境づくり 

労働者の職業生活と家庭生
活との両立が図れるようにす
るために必要な雇用環境の
整備に関する施策との連携 

＜任意記載事項＞ 
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量の見込み＝ 

ニーズ調査による需要量の算出 

実施時期＝ 

５年計画で需要と供給
を満たす計画策定 

 

確保の内容＝ 

待機児童解消に向けて
の供給量の設定 

子ども・子育て支援事業計画の 
ポイント 
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作業スケジュールイメージ（国） 
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作業スケジュールイメージ（市） 
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